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Abstract

This study aims to clarify the role of ICT leader at school, who guide the effective lesson

study and workshop to colleagues at school. Some Lesson Studies around ICT literacy for teacher

have already been reported. Also, some results have been reported about the method of an

effective workshop at school. However, what role the ICT leader plays in such school research is

not clarified still enough. Then, this study selected the six schools where the feature existed. And,

it tried to clarify the role of ICT leader and support team in each approach of school.

Consequently, it was clarified that ICT leader should challenge the following 4 points to

organize effective lesson study and workshop in the school. (1) It is necessary to place the infor-

mation education in the subject of in-service training at school. (2) It is necessary to establish the

support team (Excellent teacher in ICT skill, Excellent teacher in practice, Excellent teacher in

management). (3) It is necessary to prepare an easy-to-use learning environment. (4) It is neces-

sary to make the system table of the ICT ability target in each subject and each school year.
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1．研究の背景と目的

教師の情報活用能力を育成していく試みとしては、こ

れまでも教員養成段階で検討するもの、現職教育段階で

検討するものなどが、多くなされてきた。しかしながら、

子どもたちに情報活用能力（情報活用の実践力、情報の

科学的理解、情報社会へ参加する態度）を培うために求

められる教師の力量（教師の情報活用能力）へ関心を向

けることから、より幅を広げ、情報教育の中心的な道具

である情報コミュニケーション技術（ICT；Information

and Communication Technology）をあらゆる指導場面

に生かしていく力へ関心を向けるようになってきた。そ

のため、用語としても教師のICT活用指導力ということ

ばが用いられるようになってきている。

このような動きの中で、例えば、委託研究の結果とし

てすでに公にされていた「ITで築く確かな学力」は、確



かに「教師の情報活用能力」「教科内容と関わる知識・

指導力」をクロスさせ、教科指導における教師のICT活

用を表現したものであった。しかしながら、この２つを

クロスした能力モデル（必要とされる知識・スキルモデ

ル）では、学力形成に焦点化して各教科と関わる教育学

的内容知識とICTの活用の関係について考察するきっか

けを与えることはできても、より広い教職専門への橋渡

しが難しかった（そこに位置づけられていないため、教

師の ICT指導力を語りきれていなかった）。そこで、

2007年2月に教職専門性も考慮された「教員のICT活用

指導力チェックリスト」が公にされ、幅広く「教員の

ICT活用指導力」をとらえていく方向性が示された（堀

田ほか2007）。

しかしながら、このアイディアは、現職教員が自己の

ICT活用指導力を自己点検・評価する道具として開発さ

れたものであったため、教師の職能成長も考えた資質能

力規準と対応して考えることにはいたっていなかった

（図１のＹ軸：「教師に求められる資質能力」の部分の

考慮）。

このため、養成段階で大学が責任を持つべき「教員の

ICT活用指導力」と、新任教員の段階、中堅教師の段階

で求められる「教員のICT活用指導力」は、現在のICT

活用指導力チェックリストからはわかりづらく、利用者

が独自に判断する指標として活用されているに留まって

いる。

このような動きを導いてきた結果は、普及戦略として、

段階を追って指標を開発していくなどの理由があるかも

しれない。しかしながら、このような教師の資質能力一

般に対する検討が、「教員のICT活用指導力」に十分反

映していないのは、アイディアを出している人々の研究

関心が情報教育であり、そこから教師教育に迫ろうとし

ているからではないかと考える。つまり、教師教育から

情報教育を考えていく検討も同時に必要となってくる

が、この点が現時点では不十分ではないかということで

ある（図2参照）。

ICT活用指導力を考える場合には、ICTそれ自体の知

識や操作力について、またICTの活用について理解し活

用できる教科内容面と関わる力量と、実際に、それを授

業設計、子ども理解、教育方法改善、評価方法改善、自

己の職能成長など関連付けられる教職専門面につなげる

３つの力量の考慮が求められる。しかしながら現在は、

３つ目の教職専門に関わる力量面の考慮（とりわけ、子

ども理解や自己の職能成長など）が弱い点に問題がある

と考えている。

本論は、以上のような問題状況から鑑み、「教員の

ICT活用指導力」を養成段階から、教師の成長に応じて

どのように自己点検評価指標として、また講義・演習や

研修の目標として明確にしていけるか、またその目標達

成に向けてどのような取組が求められるかを検討してい

く一連の研究に位置づくものである。

２．本研究の位置と目的及び方法

先にも述べたように、教師の情報活用能力の育成に関

する研究に関してはすでに多くの蓄積がある。また学校

の情報化と関わって（以前に、成績処理やそのときの授

業での応答情報の記録など、様々な情報を授業へ生かす

取組CMI：Computer Managed Instructionも含めて）、

あらためて広く教師のICT活用力・ICT活用指導力に言

及する研究、実態を明らかにする研究が現れてきている

（清水ほか2007）。そしてこのような教師の情報活用能

力やICT活用指導力の育成に関わる教材や研修プログラ

ム、ワークショップも含めて研修の効果的な方法に関す

る研究も進められてきている（江守ほか2003、兼折ほ

か2006、徳村ほか2006、東原2006）。また校内でこのよ

うな教師の情報活用能力やICT活用指導力の育成を進め

ていく場合に、どのような取り組みがなされてきたか、

そのときに研究推進をするリーダーはどのような役割を

はたしているかなどに関しても研究が進められてきてい

る（中川ほか2005、藤村ほか2007）。

本論は、このような中で現職教育に着目し、とりわけ

上記先行研究の蓄積の位置づけからすると、図3の⇔に

示した研究領域に関心を示している。つまり、学校にお

ける教師のICT活用指導力の育成・普及に着眼し、その
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図１　教師のICT指導力と関わる３つの能力軸

図２　教員のICT活用指導力へのアプローチ



ために、校内研究がどのようなチームで、どのような方

法で進められたか、校内研修をどのように積み上げてい

ったのか、そのときに生じた壁は何か、どのように乗り

越えて行ったかなどに関心を示す研究領域に位置づいて

いる。教師一人ひとりのICT活用指導力を確かなものに

していくには、学校組織全体の成長（学校組織全体の雰

囲気が変わり、信頼のおける研究集団、帰属集団として

各教師が値打ちを感じる集団へ）が欠かせず、その中で

ICT活用指導力の意味や意義が確認され、また自分の研

究関心やクラスの実態とも柔軟に結びつくことが普及・

促進・浸透につながると考えたためである。

しがたって、本論では、教師のICT活用指導力の育

成・普及に着眼し、2年ないし3年の期間で取り組んで

きた6校の取組事例を研究協力対象とし、そこから導か

れる効果的な校内研修を導くいくつかのアイディアを収

集し、明らかにすることを目的とした。

協力対象の選定に当たっては、①特設の時間を設定し

（情報の時間や情報科など）、情報活用能力を子どもに培

うことを目指し、それとの関わりで教師のICT活用指導

力の育成・普及に取り組んだ学校（小学校2校）、②特

設の時間は設けず、各教科指導、総合の時間に効果的に

ICTを活用していくことを目指して、教師のICT活用指

導力育成・普及に取り組んだ学校（小学校2校、中学校

2校）の計6校とした。①と②は典型的な取組方針の違

いを表している。小学校と中学校を選んだのは、義務教

育の校種の違いによる取組の違いを見るためであり、そ

れぞれ2校を選んだのは比較を通じてより学校での取組

（研修の取組）特徴を明らかにしていくためである。

A小学校は、平成16年度から平成18年度の3年間をか

けて、特設時間「情報」の取組を中心に教員のICT活用

指導力向上に向けた取り組みをしてきた学校であり、B

小学校からF中学校は、平成18年度より2年間、市の指

定を受けて情報教育のモデル事業に参加した学校であ

る。なおB小学校は指定以前から継続的に、特設時間の

取組を中心に、教員のICT活用指導力向上に向けた取り

組みをしてきた学校である。

方法としては、以下asの項目に従って、各校で情

報教育に関わって中心的な役割を担ってきた教員に、研

究の終了時点で回答を頂き、それに基づいて分析を進め

る形を取った（A校の場合は、19年2月に筆者がインタ

ビューに伺い、その応答を筆者が問いに即してまとめた。

B校からF校は、20年2月に、これまでの経過を記述して

もらった。そのため本文ではそれを引用している）。な

お、筆者と各情報担当教員とのかかわりとしては、学校

での研修、市の委員会での会合のなどで、年間７回は出

会っていたため、その都度、学校での推進様子、課題な

どについては聞き取りを進めることが出来る関係にあっ

た。

a これまでの取組（2年間ないし3年間）を振り返っ

て、学校での情報化、授業でのICT活用はどのように

進んできましたか？学校での取り組みの歩みについて

教えてください。例えば、図4などを用いて、どのよ

うに取組が変わってきたかを教えてください。

s 校内での推進体制について教えてください。
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図３　本研究の位置

表１　協力対象校の属性

図４　取組の力点



3．結　果

以下、A校の記述は筆者が担当者から聞き取った内容

を要約したものであり、B校以降の記述は、担当者が記

述したものをなるべく原文のまま引用した。しかし、問

いに対して必要な情報について不足分があった箇所につ

いては部分的に、筆者がこれまでの聞き取りから理解し

ていることで補った。

3．1．A小学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

A小学校は、平成16年度から情報教育特区の指定を受

けた学校であり、小学校でありながら教科としての「情

報科」を設置している学校である。

情報科の目標は平成16年度スタート時に明らかにさ

れていたが16年度に実践研究を積む中で修正を行い、

かつその結果に基づき、平成17年度スタート時に、単

元ごとの情報活用能力育の重点目標を明らかにした。そ

して、それに基づき、情報科の授業実践について研究を

進めてきた。しかしながら、このような「情報科」を設

置しているという特殊な環境にありながら、実践研究を

進めていくときに絶えず話題となったことは、情報科と

他の教科及びICT活用の関連であった（図４の①②③

④）。そこでは、情報科で子ども達に情報活用能力を導

くとき、ICTの活用が必然となるときと（図４の①）、

そうならないときがある（図４の③）。とくに低学年に

おいては、国語科と区別がつきにくく、他の教科と連携

して取り組んでいかないと情報科は取り組みにくいなど

の問題も出てきた。また一方で、情報科ではない教科指

導の中で、ICTの活用が有効となる場合も多く、情報科

の研究を進めているが、教科指導まで広げて考えて行っ

たほうが取り組みやすい。さらに情報モラルの指導など

は、情報科の時間にまとめ取りするよりも、むしろ各教

科指導の中に埋め込んだ指導した方が効果的ではないか

という意見も出てきた。そこで平成18年度は４の④に

加えて②の部分についても積極的に実践研究を積むこと

になった。

このような３年間の取り組みの経過で見てきたこと

は、「情報科」を設置した特殊な環境の学校ではあった

が、この科目を中心に実践研究を積み上げていく中で、

授業で求められる教師のICT活用指導力は、以下のよう

な力ではないかということであった。つまり子どもに情

報活用能力を育成できるためにコンピュータ等の情報通

信技術やソフトウエアーなどに精通している、それが使

えるということ（教師の情報活用力）に加えて、子ども

理解やこれまでの学習の経過から、いかに授業設計が綿

密に考えられているか、その場の状況判断に応じて、

ICTと様々な教具のミックス利用や、当初予定していた

があえて状況から使わないという判断など、広く教職専

門性と関わる点まで考える必要があるのではないかとい

う点である。

つまり実践研究を行い、それに関わって、研修を進め

る際に、学校全体で論議しているのは、やはり、広く教

職専門性と関わる点あるということであった。逆に言え

ば、情報科の授業研究においても、各教科におけるICT

の活用についての授業研究においても、教職専門性とか

かわる授業の組み立て、子ども理解、状況判断、評価方

法などとからめて、授業研究を進めていくと、学校組織

全体に、ICTの活用に対する考え方も普及・浸透し、む

しろより身近なもとして、また必要なものとしてICT活

用指導力が教員のものになっていくことが見えてきた。

しかしながら、このような研修の成果は簡単に出てく

るものではなかった。そこでは、研修をリードする管理

職と研究推進のメンバーの取り組みが変革のキーになっ

ていた。

s 校内での推進体制

学校組織の中にICT活用を浸透させ、そのICT活用指

導力の育成に重要であったことは以下の点である。

1）研究推進部が、次の役割を果たせる４人で構成さ

れること。

①学校で研究をリードしていけるマネージメント力を

持つ人（調整や提案をしていく力がある人）、②授業実

践力に信頼がある人（決してICT活用などで学校で目立

つわけではないが、子ども理解の深さなども含めて、誰

からも信頼を寄せられている人）、③実践でICTの活用

を提案していける力を持つ人（新しい取り組みにもチャ

レンジしていける人）、④ICT活用の取り組みを支える

人（ICTについて関心をもち、関連する情報を集めた

り、操作や活用の支援をしてくれる人）。

２）研修は次のような3ステップ構成をとること。

①各学年単位で、全員でICTの活用に取り組み、学年

で実践研究を行う研修。②学年代表の実践研究を全職員

に向けて行う（年6回の全体授業研究がある）研修、③

各研修で何が明らかになったかを整理する研修、つまり

次への見通しや課題を明確にする研修。

３）授業研究を伴う研修は、自分の授業にひきつけて

具体的にICT活用場面をイメージさせること。

授業研究を伴う研修においては、ICTの活用に限定し

て研修を進めるというよりは、授業実践全般（例えば、

気になるAくんに学びが成立したとき、教師は何をして

いたか、ICTはどのように用いられたのか、など）、に

ついて、研修参加者個人による思考→集団思考（各学年

団）→カードを使った全体への発表→全体での論議、明

らかになったことのまとめを行うなどのプロセスを経て

行う。
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４）研修の立ち上げ時期には、教育委員会や大学が連

携して学校の研修方法についてのサポートに入ること。

支援者は、研修としてどのようなやり方があるか、バ

リエーションを示すことが求められる。それらを参考に

研究推進部は学校の課題に即した方法を選び、職員に進

め方の提案を行う。また研修を進める中で、その方法も

修正し洗練化していくことが求められるので、支援者は、

その研修の場に参加し、体験を支援していくことが求め

られる。

3．2．Ｂ小学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

Ｂ小学校では、平成13年度より３年生以上でICT活用

能力向上のための授業「○○I」を行ってきた。そして、

17年度より情報担当者と学級担任とのＴ・Ｔにより、

全教員がコンピュータで指導が行えるよう３週に１回の

授業（年間約10時間）に取り組んできた。「○○I」で培

ったICT活用能力を各教科・領域で発揮することがねら

いであった。そんな折、「平成18・19年度　○○市教育

改革推進モデル校事業」の「情報教育」推進モデル校の

指定を受け、18度の１学期末、41台のコンピュータが

導入された。このことは、当初の計画を実現するための

有効な手立てとなり、児童のICT活用能力及び教員の

ICT活用指導力向上に大きく貢献することになった。最

初に行ったことは次のような内容である。

１）コンピュータ教室の設置

ア．設置前に管理職、教務主任、情報担当者による設

置委員会を設け、場所、教室の形態、電源設備、その他

必要なものについて、市教委、導入業者と検討協議し設

置計画を立てた。

イ．設置後は、夏期休業中に本校研究委員がコンピュ

ータ管理システムや新規導入されたソフトの研修を他校

の研究員と共に受講し、２学期からのコンピュータ教室

の本格的運用に備えた。

ウ．職員研修

８月末に本校研究員による伝達講習を行った。また、

ソフト納入企業による講習を行った。

２）○○Ⅰ（総合的な学習の時間での活用）

＜18年度＞

・基本事項の指導

コンピュータ教室設置直後は、手洗い、電源のON・

OFF、ログオン等、基本的事項を徹底して指導。全学年

を対象として集中的に行った（１・２年生は生活科の中

で）。

・TERACHER機の有効利用

10月以降、児童が初めて出合ったソフトの紹介と活

用方法を中心に授業を展開したが、１人１台のコンピュ

ータ環境のため、ICT活用能力の個人差が大きく、指導

者も児童も戸惑うことが多かった。この点については指

導者が、TERACHER機（管理システム「○○○メニュ

ー」）の扱いに慣れてくることで徐々に解消されてきた。

TERACHER機に映し出される個々の子どものコンピュ

ータの画像を見て、必要に応じて遠隔操作で支援できる

からである。また、学級担任と情報担当者によるT・T

体制も効果的であった。

・タイピングソフトの導入

授業でソフトを利用する際、文字を打つことができな

ければ課題に取り組むことが困難な場合が多い。そこで、

先進校である△△学校の取組を参考に４～６年生で

「mikatype」というタイピングのフリーソフトをホーム

ポジションの指導と共に導入した。３年生は、ローマ字

学習は行っていないが、国語の下の教科書の末にローマ

字表が掲載されているので、３学期からそれを参照しな

がらタイピング練習を始めた。

・情報モラル・マナーの指導

インターネットの使用の時は、学校はもちろん、家庭

でもB小学校のホームページのリンク集から検索するよ

うに徹底して指導している。また、著作権学習コンテン

ツ等を利用して著作権に対する意識を高める指導も継続

して行った。

＜19年度＞

・基本事項の指導は、引き続き指導し、定着している。

・TERACHER機の有効利用に関しては、学級担任と情

報担当者によるT・T体制を引き続き継続した。中高学

年担任を中心にTERACHER機の操作に習熟した教員が

増えてきた。

・タイピングソフトの導入に関しては、「mikatype」は

４年生以上で引き続き使用。３年生は「タイプトレーナ

ー」を使い、２学期までかな入力。３学期より

「mikatype」を導入。また、夏以降新に「キーボー島」

を３年生以上で導入。名誉島民も８名ほど誕生。合わせ

てIDとパスワードの扱いについて指導した。

・情報モラル・マナーの指導に関しても、継続して指導

した。３学期に集中して取り組んだ。

３）各教科・領域における指導

＜18年度＞

・各担任の希望に応じて情報担当者がコーディネーター

としてコンピュータ教室の使用を調整し、活用した。当

初は、理科や社会科に関連するインターネット上のデジ

タルコンテンツの視聴が主だったが、児童のタイピング

能力の向上とソフトの機能の理解及び教員の管理システ

ムに対するスキル向上により活用範囲が増えてきた。

なお、低学年では、情報担当者と学級担任が生活科の時
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間に行った。主にペイントソフトを利用して絵を描かせ

ながらマウス操作を身に付けさせることがねらいであっ

た。完成した絵については、作品回収の機能を使って作

品を管理でき、印刷も２台のネットワークプリンタで簡

単に行えるようになった。そのため、１単位時間が有効

に活用でき、指導者側の負担も軽減された。

また、ICT活用のテストケースとして、市内３校と市

教委とをTV会議システムで結び、「世界遺産」について

の授業も行った。

＜19年度＞

19年度も各担任の希望に応じて情報担当者がコーデ

ィネーターとしてコンピュータ教室の使用を調整し、活

用した。

低学年の指導に関わっても、情報担当者と学級担任が

生活科の時間に継続して行っている。

TV会議システムの利用に関わっては、19年度は実施

しなかった。

４）休憩時間での利用

＜18年度＞

中間休みと昼休みにコンピュータ教室を開放した。イ

ンターネット検索やタイピング練習、様々な目的で児童

が集う。また、異年齢の児童が交流する場にもなってき

た。

＜19年度＞

継続している。教員がいなくても児童だけでほぼ運用

できている。

５）PTAへの研修

＜18年度＞

PTAと連携し、11月、12月、２月に計７時間研修を

行った。

11月は、コンピュータ教室の機能紹介や各学年の児

童の学習の様子の紹介が主であったが、他の２回は、

PTA活動において頻繁に行われる文書作成についての

研修会を行った。いずれも初心者対象の研修を行った。

＜19年度＞

昨年度同様実施。初心者対象。

６）ホームページによる教育活動の情報発信

＜18年度＞

学校のホームページは、平成14年９月より開設し、

学校、地域、PTAに関連した事柄等を発信している。

「情報教育」推進モデル校の指定を受けたことについて

も詳細に示し理解を求めた。なお、平成15年度から４

年連続、全日本小学校ホームページ大賞で県優秀校に選

ばれている。また、１日のアクセス数は、「日本の学校」

の解析から平均約50件である。

＜19年度＞

本年度も全日本小学校ホームページ大賞で県優秀校に

選ばれた。1日のアクセス数は、70件程度である。学校

アンケートで「ホームページを見ている」と回答した保

護者は、H17は31％、H18は37％、H19は40％と年々上

がってきている。

７）コンピュータ活用状況と教員のICT活用指導力の

現状

＜18年度＞

本校の情報教育は３～６年生は３週に１回の「○○I」

の時間に、１・２年生は学期末の生活科の時間にそれぞ

れ行った。また、担任が必要に応じてコンピュータルー

ムで教科領域の指導を行う場合もあった。

学級担任による指導の時間は、６年生が多い。これは、

タイピング等のコンピュータスキルが高いことやコンピ

ュータを活用した教科学習が比較的行いやすいためと考

えられる。特に、作文指導、新聞づくり、プレゼンテー

ション制作等の「インターネット未使用」での活用が多

いが、児童一人ひとりがコンピュータを操作できる環境

のおかげである。

次に昨年度文部科学省が行った「教員のICT活用指導

力のチェックリスト」の本校の調査結果を見ると、「わ

りにできる」、「ややできる」が、全設問のほとんどを占

めている。コンピュータが４１台導入された結果、教員

の意識が高まり、指導でコンピュータを使う機会が増え

てきたからだと考える。ただ、設問「E 校務にICTを活

用する能力」のE-2 「教員間、保護者・地域の連携協力

を密にするため、インターネットや校内ネットワークな

どを活用して、必要な情報の交換・共有化を図る。」に

ついては、教員間では、概ね達成できているが保護者・

地域の連携協力についてはまだまだ不十分であった。

本校ではICTを活用した保護者・地域の連携協力の中

心はホームページによる情報発信と捉えている。しかし

ながら、ホームページの運営自体は、一部の教員だけで

行われてきた。この点を見直し、全教員がホームページ

運営のためのスキル向上を図ることを次年度の課題とし

た。

＜19年度＞

昨年度と同じである。学級担任による指導については、

情報担当者が時間を適時配当している。

学級担任による指導の時間は、昨年度に比べ、中学年

の使用も増えた。タイピングスキルが、昨年度からの継

続的指導で向上してきたためと考えられる。

教員のICT活用指導力のチェックリストに関しては、

本年度は、まだ実施していないが、昨年度よりコンピュ

ータ教室を利用して指導する教員が増えてきた。

本年度ホームページビルダーをコンピュータ教室に導
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入し、職員研修も行ったが、まだまだホームページ作成

に関するスキル向上は見られない。ただ、新聞作成によ

る情報発信には熱心に取り組んでいる。その新聞をホー

ムページで発信している。

８）学校アンケート結果

＜18年度＞

平成17年度と18年度の学校アンケートの「○○Iは楽

しい」という項目を比較すると３・４年生が88％から

93％へ、５・６年生が85％から95％に上昇している。

これは、コンピュータ教室新設の影響が大きいと考えら

れる。

また、昨年度行った保護者への「子どもはコンピュー

タを使った授業を楽しいと感じている」、「今後も情報教

育を続けてほしい」のアンケート結果は、いずれも

94％と91％で情報教育への関心が高いことがわかる。

＜19年度＞

平成19年度の学校アンケートの「○○Iは楽しい」と

いう項目を見ると３・４年生が93％へ、５・６年生が

86.4％であった。

保護者への「子どもはコンピュータを使った授業を楽

しいと感じている」、「今後も情報教育を続けてほしい」

のアンケート結果は、いずれも95.4％と92.3％であっ

た。

s 校内での推進体制

＜推進体制それ自体について＞

各学年、専科に情報担当者を置く。コンピュータ研修

の際の運営やホームページで発信する行事等の新聞作り

が主である。

＜研修の進め方について＞

３週間に１回実施している「○○I」の授業が研修を

兼ねている。夏期休業中には、3日連続で○○○メニュ

ーの操作やホームページ作りなどの研修を集中して行っ

た。また、担任がコンピュータ室で授業を行う際には、

個別に情報担当者が支援することもある。

＜その他＞

著作権や個人情報に対する意識が今年度、かなり高ま

ってきた。ただ、まだまだ校内規定がしっかり確立して

いないので早急に検討しなければならない。

指導要領の改訂で総合的な学習の時間が削減される。

そのため、今後もコンピュータ担当教員による授業が今

までどおり確保できるかわからない。もし、確保するこ

とができなくなれば担任によるコンピュータ室の利用の

み行われるようになり、クラスによって利用する頻度が

異なることが懸念される。そうならないためにもカリキ

ュラムの中にコンピュータ利用を位置づけていく必要が

今後の課題だと考える。

情報発信の手段としてのホームページ活用は必要不可

欠である。しかしながら実際の運用については、教員の

スキル面に不安が残る。誰もが運用に参加できる体制作

り、研修の在り方を考えていくことが課題である。

著作権、情報管理などについての教員の理解をさらに

すすめるための研修のあり方の重要性、実際に管理を行

うための最善の方法を研修し、徹底させていくことが必

要である。

3．3．Ｃ小学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

＜18年度以前の様子＞

・OSの異なるパソコンが十数台並んでいて、毎回フリ

ーズしながら、使っていた。

使おうとすると、必ずトラブルが発生し、それを恐れ

ながら使っていた。

・パソコンに堪能な教師だけが使っていたような状況だ

った。

・パソコンは十数台導入されてきたが、まだまだどのク

ラスも使わなければならないという意識には高まってい

なかった。

＜18年度＞

・研究主題を「情報教育」としたことで、教師も児童も

パソコンのスキルがずいぶん上がってきた。

・パソコン教室がみんな（教師全体）の物になってき

た。

・パソコンを使った授業をするという意識が高まってき

た。

・パソコンを使うと児童の理解が深まりやすい実践場面

の共通理解ができた。

＜19年度＞

・すべての教師がパソコン教室での授業を考えていくよ

うになった。

・使いたいときに（了承を得て）パソコン教室が使える

ような感覚になってきている。

・使うのが当たり前で、使わない（使えない）ことはダ

メなことだという意識が非常に高まってきている。

＜効果＞

・手軽にコンピュータを使えるようになった。

・コンピュータを使うことで理解させやすくなる教材が

あることが分かった。

・コンピュータを使うことで児童の興味関心を高められ

た。

・情報リテラシーについての教師の理解が深まった。

・コンピュータを使えることで、教材に幅が広がった。

・楽しい授業をしようと考えるときにパソコン利用を考

えるようになってきている。
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s 校内での推進体制

＜推進委員の体制それ自体について＞

・できれば、パソコン担当教員が少人数などの担任外と

して位置づけるのが望ましい。

・できなければ、スクールサポートなど補助員としてサ

ポートする人材がほしい。

＜研修の進め方について＞

・まずは教師集団として、パソコンが授業を組み立てる

ときに有意義な道具の一つであることを共通理解するこ

とが大切である。

・次に、ソフトの使い方やコンテンツの探し方を研修し

ていく体制を構築していく必要がある。

・情報教育のあり方、パソコンを使って教育効果の上が

る授業のイメージを持つ必要がある。

3．4．Ｄ小学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

＜18年度以前の様子＞

校内の情報教育推進担当として、配当されたノート型

パソコンを日々メンテナンスをくり返しながら、自学級

も含め非常につかいづらい環境の中ICT活用の授業を続

けてきた。

コンピュータ室の活用状況は担任のICT活用能力に左

右され、年間20時間程度使う学級がある一方でまった

く使用しない学級もあった。そのような中であったが、

本校では10年前よりデジタルカメラを２年から３年お

きにグループで使用可能な台数として６台ずつ購入して

きたこともあって、デジタルカメラを使った学習の取り

組みについては積極的におこなわれていた（現在 児童

用として18台）。

＜18年度＞

（１学期）コンピュータの整備が決まってからも、実

際に機器が搬入され稼動するのは２学期からということ

で、１学期の研究は教科学習の中でICTがいかに活用で

きるかということを各学年グループで検討し、２学期か

らの実践にそなえて「教科の中で進めるICT活用授業年

間計画」を作成した。また、全体計画とともに単元ごと

の略案も作成して準備をした。

（夏休み）本校では情報機器の操作において指導役と

なりうる教員が３名程度いたが、ネットワークされ集中

管理が可能な○○○メニューのようなシステム管理ソフ

トの操作には不慣れであったため、整備直後の夏休み中

に、○○○メニュー および△△△ステムより講師を招

聘して職員の研修した。

（２学期）職員がコンピュータシステムに慣れるまで

はコンピュータ室の稼動は高くなかったが、研修時間ま

た放課後の時間にも職員研修を進め、秋以降にはコンピ

ュータ室を使ってICT活用の授業を進める学級が増えて

きた。その後は年間計画外の学習も含め、使いやすいシ

ステムのもと活発にICTを活用した学習が進められた。

11月には授業参観にも使用され保護者へも新しい教育

として紹介していくこととなった。

（３学期）３学期になってもコンピュータ室の利用状

況は活発で２時間単位で時間割をうめていくため週によ

っては空き時間がない状態で使用されはじめた。９月

（実質10月）より３月までのコンピュータ室の使用時間

は276時間となった。

しかし、反省点も残された。なぜ２時間単位での使用

であったかという理由は、たとえ前日までにICT活用で

使用するソフトやデータファイルまたインターネットサ

イトなどを準備しておいても、当日担任が子どもたちを

引率してコンピュータ室に行き、授業準備にコンピュー

タを起動して、その後子どもたちがログインをして学習

を始めれるまでには相当の時間がかかる。また終了時に

は次の学級が時間に始められるように、それまでに作成

したデータ処理などをするためには早めに学習を終える

必要があった。前日準備が不十分であるとさらに学習時

間は短縮されてしまう。このような点から２時間単位で

の時間が必要になっていた。

また、276時間は整備前のICT活用の時間と比較する

と10倍近い増加時間であったが、担任一人でコンピュ

ータ室での授業となるため、操作能力に自信が持てない

と授業への不安も大きく、学年ごとによる活用時間数に

開きがあった。また同学年であっても隣の学級に自分の

学級の授業中は手伝いには行けないため、授業内容、学

習時間の差は残った。

さらに、情報活用能力について系統だった目標を作成

していなかったため、発達段階に応じた指導も十分では

なかった。

＜19年度＞

前年度の反省を踏まえ、学年間、学級間でのICT活用

の授業時間、授業内容の差を解消するべく、２年目には

情報教育支援担当者を校内で選任しICT活用授業の計

画、授業推進の中心として位置づけた。この担当者が授

業準備を全学級担任と授業計画を相談の上、教材準備を

し、授業の際には事前準備をして、子どもたちを待ち受

ける。授業の際には担任とティームティーチングを行い

ながら、機器操作、授業進行、児童支援、データ処理、

授業記録等の業務にあたることとした。

（１学期）１学期当初には全学年、発達段階に応じた

形で、コンピュータ室での学習の際の約束について学習

をした。１年生については５月からとしたがはじめての

コンピュータ室の授業の際には６年生にマンツーマンで

指導にあたってもらった。

また、「2007年度版　ICT活用授業年間計画」の作成

にかかり、昨年度に実施できなかった１学期分を追加し、
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新たな実践も加え、年間47本から78本とした。

時間割については「フレックス型時間割」とし固定的

なものとせず、必要学年が必要教科・単元で必要時期・

時間数を確保できるように工夫した。月によっては学年

ごとのコンピュータ室使用時間数に差はあるが、各学年

の年間時間数の目標をトータルで達成できるよう授業を

進めた。

６月よりキーボード入力技能を伸ばすためにキーボー

島を４年生以上の全児童に導入した。ID管理やパスワ

ードといったセキュリティの学習の他、他のキーボード

練習ソフトにはないゲーム性の楽しさから、授業中のみ

ならず開放している昼休みには練習の子どもたちでいっ

ぱいになった。

（２学期）授業の開始準備・データ処理終了を担任で

はなく情報教育支援担当者が行うため、授業時間も１単

位（45分が）有効に使えるようになり、２単位時間の

授業はほとんどなくなり効率的に学習が進められるよう

になってきた。これはティームティーチングにより子ど

もたちへの支援も多くなったためと考えられる。

11月には全学年・専科において校内公開授業を行い、

ICT活用授業の指導力向上に全職員で取り組んだ。その

公開授業前にはオリジナルの「情報活用能力目標系統表」

を完成させ、その系統表と情報教育支援担当者が全学年

を把握することで発達段階応じた学習を進めることがで

きた。

（３学期）コンピュータ室そう稼働時間は400時間と

なり、学年により若干の差はあるが

低学年１～３年生　10時間程度

高学年４～６年生　30時間程度

の目標はほぼ達成できた。

しかし、内容についての検証はこれからで今後の課題

になってくる。

これまで２年間の研究の経過を、図４を用いて振り返

ると、②の分野での活用が、40台のパソコンの導入後、

内容の充実・時間数の増加という変化があった（前年度

との比較で10倍近く）。また２年目に情報支援教員を設

置したことにより、学年・学級間の差なく全校の児童に

ICTを活用した学習を効率的に行うことができるように

なった。また２学期以降、情報活用能力目標系統表を作

成して、その目標を参考にしながら授業に取り組んだ結

果④の分野での活用も増えてきたといえる。

s 校内での推進体制

校内では、1年目に3人の操作指導役がはいたが、情

報教育推進に関わる体制というのは十分整備されていな

かった。そこで2年目は情報教育支援担当者を専任でお

き（学級を持たない）、研修主任がそれを担った。

研修について会議や人権・特別支援等の研修日を除い

て計画的に水曜日の３時より５時まで行った。内容につ

いて主なものは以下のもであった。

１年目は　○システム　ソフトの操作技能向上の研修　　

○ICT活用模擬授業づくり研修

２年目は　○情報活用能力向上の研修　

○公開授業のためのICT活用授業づくり研修

3．5．E中学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

＜18年度以前＞

本校は以前より課題であった低学力傾向の克服のた

め、17年度までの５年間「基礎・基本の確実な定着を

図り、意欲を持って主体的に学ぶ生徒の育成」を研究主

題とし取り組んできた。「おはようスタディ」・「パワ

ーアップ講座」「数学科少人数編制授業」などの教科教

育の充実と、「総合的な学習の時間」の有効活用を推し

進めてきた。

平成18年度には、研究主題を「学力向上のための具

体的・効果的な取組と指導方法」と改め、その取組のひ

とつとして、新しい40台のコンピュータ並びにシステ

ムが設置・導入される「情報教育推進モデル校」の指定

を受け、研究実践に取り組んできた。

＜18年度＞

機器の設置までに、各教科での活用形態の検討を行っ

た。夏期休業中の８月に新しいコンピュータが設置され

たが、そこには新しいシステムやソフトウエアが多く取

り入れられており、生徒に使用させるには「教員が使用

方法をマスターすること」が必要不可欠であるため、ま

ずは教員の研修を優先させた。

特に「○○○メニュー」という、教員用のコンピュー

タから生徒用コンピュータ40台を一括して管理・操作

できる新しいシステムが入り、そのシステムを理解する

ことによって、教科での利用方法なども模索しやすいと

考え、夏期休業中にそのシステムの開発会社から講師を

招へいしたりするなどして研修をおこなった。その後も、

教員が教科での利用方法を考えやすいようするため、新

しいソフトウエアを中心とした研修などを継続しておこ

なった。

その一方で生徒の学習意欲向上のための取組につい

て、各教科部会で授業での活用形態の検討を続けた。結

果として、18年度は本来の「情報教育」の部分も含め1

年生の総合学習並びに国語科・英語科を中心に、２・３

年生は選択授業での活用を中心にすることとなった。

① 情報教育面では「総合的な学習の時間」において、

一人ひとりに自分の学年・学級・出席番号で「ログイン」

させることなどを基本として教えたのちに、調べ学習な

どに進んだ。

１年生では、各学級で使用する「フィールドワークの
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まとめ作り」を「△△△」という新しいソフトウエア使

用しておこなった。このソフトは、複数の生徒が同時に

一枚のシートに作業が可能で、班ごとに「まとめ」を作

っていくのに適しており、生徒たちは意見交換なども交

えながら作製をおこなった。続いて、学年発表会に向け、

放課後に各班の代表者がプレゼンテーションソフト（パ

ワーポイント）を使用して、写真を取り入れたり、アニ

メーション効果をつけたりしながら発表の準備を進め

た。また、その後、来年度に向けての「職業調べ」にお

いて、インターネットを利用して「適性チェック」や希

望の職種に就く方法などを調べさせた。

②　教科指導では、まず1年生の英語科においてプレ

ゼンテーションソフトを使用して、海外の様子を一人ひ

とりのコンピュータの画面に映し出すという視聴覚的な

使用を試みた。続いて国語科で「言葉を探検する」とい

う単元において「カレーを作るときに出てくる擬態語」

「地方による挨拶表現の違い（方言）」「自分の知らない

○○県の方言」などのテーマを決め、インターネットを

使用して調べた後、著作権についても考えながらワープ

ロソフトを使用して報告書を作るという授業を行った。

２・３年生の選択授業では、社会科において県名や各地

の特産物などをおぼえるフリーソフトを利用したり、株

取引のシュミレーションをおこなうなどした。

＜19年度＞

昨年度の反省をふまえ、年度当初から計画的に各教科

で活用していく予定であったが、教員の多数が転勤とな

り、年度当初に改めてシステムの研修をおこなった。１

学期は教員の研修を優先しながらも昨年は1学期にでき

なかった「情報」の授業をおこない、ワープロや表計算

ソフトなどの基本的な操作の指導を中心にした。

２学期以降は、学活での調べ学習や選択授業での活用

を中心に様々なソフト等を使用し、情報機器活用能力を

育成すると同時に、昨年以上に教科での活用の幅を広げ、

学習への興味関心を喚起すると同時に、自主学習や調べ

学習のために放課後のコンピュータ室の開放なども行う

ことを計画した。

アンケート結果では、「コンピュータを使った授業は

楽しい」と答えている生徒が多く、好評である。教師側

から見ても、驚くほどの集中力を発揮したり、機器の操

作が得意ではあるがどちらかといえば内向的な生徒が、

他の生徒に検索や入力の方法などを教え、普段とは違っ

た一面を見せるなど、情報機器、特にコンピュータの使

用は、生徒たちに一人ひとりの存在を確認させ、主体的

な学びの育成に有効なように感じられる。

今後は学習の興味づけだけでなく、理解の補助の手だ

てとしてのコンピュータの利用について、教科を中心に

さらに考えていく必要があるが、同時に、情報機器、特

にコンピュータの利用スキルの育成、メディアリテラシ

ーについても改めて整理し、学ばせていく必要があると

考えられる。

s 校内での推進体制

担当を中心に各教科部会単位で研修を進める。

・システム利用に関する研修

・授業実践での利用に関する研修

・意思統一をしていくために、移動に対する対応（職員

研修プログラムの作成）が課題。

3．6．Ｆ中学校の場合

a 学校での取り組みの歩み

＜18年度以前＞

パソコン室はあったが設備面の不備により非常に使い

づらい物であった（３種類のOS、ハードの能力差、シ

ステムの保守面等）。そのためパソコンに堪能な教師し

か扱うことができず、技術家庭科の「情報」での使用と

インターネットによる調べ学習で終わっていた。

＜18年度＞

２学期からの導入ということもあって、教科内での活

用に関する計画的な物はなかったが、数学や英語、社会

などの教科で教科学習の理解支援として利用がなされ

た。

また各学年とも調べ学習だけでなく発表への活用も活

発になった。

＜19年度＞

各学年とも総合の年間計画の中にパソコンの活用がと

り入れられ、全教師がいろんな形で生徒を指導している。

個々の発表のまとめだけでなく、グループ単位での発表

にも情報機器が活用されるようになった。

課題としては、次の４点があげられる。

・研修により教職員の情報活用能力を向上させる。

・全教科での効率的な情報機器の導入を図る。

・情報発信の手段としてのホームページの活用を進め

る。

・保有する情報セキュリティと生徒個々の情報セキュリ

ティ能力の向上。

s 校内での推進体制

＜研修の進め方について＞

・機器の活用により教職員

の情報活用能力を向上させ

る。

・年間計画（教科学習）の

中で、効率的な情報機器の

導入を図る。

・保有する情報セキュリテ

ィの強化と生徒個々の情報
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セキュリティ能力の向上に向けての研究を進める。なお、

情報機器の活発な導入を推進するには、専任の担当が必

要である。

4．得られた知見

以上、本論の研究目的であった「教師のICT活動指導

力の育成・普及に関わる効果的な校内研修の方法に関す

るいくつかのアイディアの収集」を具体的な取り組みの

事例から明らかにしてきた。特設時間を持っている場合

の取り組みと持っていない場合の取り組みの大きな違い

については、それを担う専任の存在、あるいは強力なチ

ームの存在があげられたが、取り組みの経過の中で次第

に、持っていない場合でも専任やチームが置かれていく

ことが明らかになった。また、校種の違いとしては、や

はり中学校は教科ベースで進められることがその特徴と

して明らかになった。しかし普及のきっかけとしては、

むしろ教科を越えた取り組み、たとえば総合の中での利

用やモラルの指導と関わって校内研修も始まっているこ

とがわかった。

詳細は、上記までに記してきたが、共通して普及促進

に向けて確認できる点は以下の4点であり、推進体制や

進め方に関わる要点は表２に示すことが、その特徴とし

て明らかになった。

a 情報教育を研究主題や研修の柱に

教科研究やある能力育成の研究と比べて、情報教育は

機器利用が絡むため、取り組む教員の腰が重くなりがち

である。そこで校内の研究主題に積極的に情報教育を位

置づけ、あるいは研修の主要な柱に位置づけるなど、実

際に、取り組む体制や入り口を学校で作り、その教育効

果や実感、見通しを、まずすべての教員に味わってもら

うことが重要である（例えば、実際に（ABCD校）、研

修の中で、実践をグループで考えるなど明日につながる

研修が重要）。

s 情報教育推進（支援）主任及び支援組織の設置を

そのためには、校内に情報教育推進（支援）主任（で

きれば、担任を外れるなど専任化；B校やD校）や、そ

の主任を中心として情報教育に取り組む支援組織（チー

ム；ACEF校）を設置し、実践研究や研修プログラム、

保護者への説明などを、組織的にできる体制を作ること

が重要である。

d 効果的・使いやすい学習環境の整備と教室や機器

利用のルールの洗練化

情報教育が進んでいかない大きな要因として、使いに

くい環境と言うのがその理由としてあげられている。機

器の整備に加えて、子どもが一斉に利用できるコンピュ

ータ室の運用ルールの洗練化（B校E校）、また接続など

の手間がなく簡単利用できるワゴンを活用した移動用プ

レゼンテーション・システムの用意など、使い手の身に

なった環境整備が重要である。

f 9年間を見通した情報活用能力の目標系統表の作成

と具体的実践イメージ支援

各学年、各教科学習の場面などを通して、概ねどのよ

うな情報活用能力を育成していくか体系的な目標の明確

化と各目標の獲得に向けた取組の実践事例を示すことが

重要である（D校）。

参考文献

・江守恒明、田邊則彦、中川一史、北川久一郎（2003）「授業
デザインを体得する教員研修としてのワークショップ設計」
日本教育工学会大会講演論文集 19（1）. pp.279-280．

・兼折泰彰、村松浩幸（2006）「ワークショップを導入した
「情報通信ネットワーク」の教員研修プログラムの開発と評
価」日本教育工学会論文誌 30（Suppl.）. pp.189～192．

・清水康敬、山本朋弘、堀田龍也、他（2007）「学校教育の情
報化に関する現状と今後の展開に関する調査結果」日本教育
工学会論文誌 30（4）. pp.365～374.

・徳村朝昭、前川朝康、鈴木克明（2006）「ICTスキル研修改善
のためのアクションプラン導入手法（特集:情報教育の成果と
課題）」日本教育工学会論文誌 30（3）. pp.203～212．

・中川斉史、村川雅弘（2005）「校内情報化推進リーダー支援
システムの構築」日本教育工学会研究報告集 2005（3）.

pp.11-18．
・東原義訓（2006）「ICTを活用した指導の工夫と教材の活用を
どう進めるか─指導方法の改善こそがICT活用の主目的（特
集 ICTの利活用をどう進めるか─ IT新改革戦略と学校のICT

化）」教職研修 34（11）. pp.62～65．
・藤村裕一、中川一史、木原俊行（2007）「情報ミドルリーダ
ーのコンピテンシーに関する研究」日本教育工学会研究報告

学校における教員のICT活用指導力向上研修に関する事例研究 209

表２　教師のITC活用指導力向上に向けた研修の取組の特徴一覧



集 2007（2）. pp.67-74．
・堀田龍也、高橋純、山本朋弘、横山隆光、小泉力一、清水康
敬（2007）「「教員のICT活用指導力チェックリスト」による
実態把握の試み」日本教育工学会研究報告集 2007（2）. pp.97-

104．

小 柳 和 喜 雄210


